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第５章 パソコンによる処理方法 

産業連関表は、そのデータが産業全体にわたり、多数のデータを一度に処理しなければなりませ

んので、パソコンを使用して作表や分析を行う必要があります。 

ここでは、Microsoft Office Excel 2010 の使い方を例として、パソコンの活用方法を説明しま

す。 

 

１ 関数等 

条件に合うものを足しあげる。（ＳＵＭＩＦ） （１）

（ア） 書式 

SUMIF(範囲, 条件, [合計範囲]) 

「範囲」（条件に合うか検索する範囲）と「合計範囲」が同じ場合は、合計範囲は省略

できます。 

（イ） 使い方 

多くのデータを区分した番号ごとに合計するのに使う。 

（ウ） 使用例 

下の例は、元のデータを部門ごとに集計しようとしているものです。 

元のデータに集計データと対応する部門の列を作って、そこに対応する部門の数字を入

れています。そして、集計データでは、元のデータの部門列（C$3:C$10）を範囲として、

部門に対応する番号（E3）と同じものを探して、それに対応する金額（B$3:B$10）を合計

しています。 

下に式をコピーしても、行がずれないように、範囲と合計範囲は、行が絶対参照になっ

ています。 
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表の選択（SHIFT キー） （２）

産業連関表では、表の広い範囲を選択しなければならない場合がよくあります。そういっ

た場合に役に立つ方法です。 

（ア） マウスでドラッグする。 

選択したい範囲の角をクリックして、そこからドラッグして選択する方法です。狭い範

囲を選択するには有効です。広い範囲を選択する場合には、行き過ぎたりすることが多く

あります。 

（イ） Shift キー＋矢印キー 

Shift キーを押したまま、矢印キーを押し続けて選択する方法です。行き過ぎても、逆

の矢印キーで戻ることができます。また、縦方向なら PageUp や PageDown キーと組み合わ

せると早く選択ができます。 

（ウ） Shift キー＋（End キーを押してから）矢印キー 

Shift キーを押したまま、End キーを押してから矢印キーを押して選択する方法です。

次の空白セル手前までが選択されます。表の端まで選択する場合に有効です。 

（エ） Ctrl＋Shift＋＊ 

（ウ）同様で、途中に空白セルがなければという制約がありますが、表の左上隅を選択

し、Ctrl＋Shift＋＊を同時に押すことで、表全体が選択されます。 

（オ） Ctrl＋Shift＋home 

右下端を選択し、Ctrl＋Shift＋home を同時に押すことで、A1 セルまで（ウィンドウ枠

の固定をしている場合は、その右上端まで）が選択されます。 

 

ベクトルの対角行列化 （３）

次のようなベクトルを対角行列にする場合を考えます。 

 

 

 

（ア） ピボットテーブル 

上の例から、下のような表を作成します。 

 

 

 

 

 

第１次 100
第２次 200
第３次 300

行 列 データ
第１次 第１次 100
第２次 第２次 200
第３次 第３次 300
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挿入タブ→テーブル→ピボットテーブル→テーブルまたは範囲を選択で、上の表の範

囲を選択します。 

 

 

 

 

 

 

ピボットテーブルのフィールドリストから、「行」を行ラベルに「列」を列ラベルに、

データを値に入れます。 

すると、下のようなピボットテーブルができあがります。 

 

 

 

 

 

このままでも対角行列にはなりましたが、行列の計算をエクセルで行うには空白セル

があるとエラーになりますので、空白セルに 0が入るようにしたいと思います。 

まず、対角部分を、コピーし、適当な場所に貼り付けます。 

そして、同じ大きさの表を作り、空白部分との足し算を行うようにします。その式を、

その表全体にコピーします。（ホームタブ→貼り付けの下の▼→数式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計 / データ 列ラベル
行ラベル 第１次 第２次 第３次 総計
第１次 100 100
第２次 200 200
第３次 300 300
総計 100 200 300 600
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（イ） 絶対参照のコピー 

まず、作りたい対角行列のすべてのセルを 0で埋めておきます。（例では、10×10） 

A 列（A1から A10）に、対角行列にしたいベクトルを入力します。そして、B1 セルに、

ア列への列を固定した参照式（＝＄A1）を入れます。 

 

次に、B1セルをコピーし、C2 セルに貼り付けます。 

 

次に、B1から C2 の範囲をコピーし、D3から E4の範囲に貼り付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

同様に、今度は、B1 から E4 の範囲をコピーし、F5 から I8 の範囲に貼り付けます。 

 

このように、範囲を広げながらコピーすることで、広い表でも、比較的早く作成する

ことができます。また、一度表を作成しておけば、ベクトルのデータを入れ替えるのみで、

簡単に対角行列が作成できるという利点があります。 

 

これら、対角行列を作成は、当然ながら単位行列を作成するのにも使えます。単位行

列は、よく使いますので大きなものを作成しておいて、必要な分だけ切り出して使うとよ

いでしょう。 
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（ウ） 単位行列作成 

これまでの方法でも単位行列は作成できますが、単位行列だけに使える方法がありま

すので紹介します。 

まず、A1セルに 1を入力します。 

次に、A列の 2行目から下に 0 を埋め込みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B1 セルの 0を入力し、B2 セルに「＝A1」という式を入れ、B 列のその下の行にコピー

します。 

 

 

 

 

 

 

B 列全体をコピーし、C列以降に貼り付けます。 

（①B1 選択→Shift＋End＋↓、②Shift＋（必要な列数だけ）→、 

③Ctrl＋R で全体が単位行列になります。） 

 

シートの大きさだけ単位行列を作ることも可能ですが、大きすぎてメモリ不足になる

こともありますので、適当な範囲の表を作成されることをお勧めします。 

 

また、作成した範囲を選択して、コピー→貼り付けの下の▼→値の貼り付け で、値

のみにして置いた方が、使うときに便利です。 
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対角行列の乗算 （４）

対角行列の計算は、逆行列を計算するために正方行列の形を保っておかなければならない

ので必要です。その計算は、通常の正方行列の計算方法と同じです。しかし、対角行列の性

質を使えば、エクセルでは、この後紹介する配列数式を使わなくても実際には計算ができま

す。では、その方法を紹介します。 

（ア） 行ベクトルを対角行列にした場合 

まず、左から対角行列を掛ける場合（行ベクトルを対角行列にした場合）です。次の

ようになります。 

対角要素が、行ごとに掛かっているのが分かります。 

そこで、行ベクトルを縦にして、行ごとにすべて掛けていけばよいことになります。

つまり、答の一つのセルに行ベクトルを縦にした列を列固定（絶対参照＄）にして、そ

の式を答のすべてのセルにコピーすればよいのです。 

（ホームタブ→貼り付けの下の▼→「数式」） 

 

（イ） 列ベクトルを対角行列にした場合 

計算してみると、次のようになります。 

対角要素が列ごとに掛かっているのが分かります。 

そこで、列ベクトルを横にして、列ごとに掛けていけばよいことになります。 

今度は、行固定の式を一つのセルに入力し、それを答のすべてのセルにコピーすれば

よいことになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 0 0 1 2 3 1 2 3
0 100 0 × 4 5 6 ＝ 400 500 600
0 0 10000 7 8 9 70000 80000 90000

1 2 3 1 0 0 1 200 30000
4 5 6 × 0 100 0 ＝ 4 500 60000
7 8 9 0 0 10000 7 800 90000
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なお、ベクトルの縦横を変えるには、TRANSPOSE 関数を使うと、もとの数字が変わると

連動して変わるので誤りが少なくなります。 

 

行列の乗算（ＭＭＵＬＴ） （５）

（ア） 書式 

MMULT(配列 1,配列 2) 

配列というのは、行列やベクトルのような範囲です。 

（イ） 使い方 

行列同士や行列とベクトルの乗算を行う。 

※空白であるか、文字列が含まれている場合は、エラー値 #VALUE! を返します。 

（ウ） 使用例 

乗算をしようとしている 2つの行列と乗算をした答を入れる範囲を用意します。 

答の範囲を選び、ＭＭＵＬＴ関数を呼び出します。（数式タブ→数学／三角 にあり

ます。） 

 

 

 

配列 1に左側から掛ける行列の範囲を選びます。 

配列 2に右から掛ける行列の範囲を選びます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ctrl＋Shift を同時に押しながら、ＯＫボタン（または、Enter キー）を押します。 

このやり方は、配列関数を入力する場合の方法です。ＭＭＵＬＴは配列関数ですので、

このような入力方法になります。これで、答の行列すべてに同じ式が入力され、その式

は、｛ ｝で括られます（配列数式だという意味です）。 

配列１ 配列２ 答
1 2 5 6
3 4 7 8
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もし、Ctrl＋Shift を押すことを忘れた場合は、左上の角のみ式が入力され、答もそこ

のセルだけになります。 

この場合には、もう一度答の範囲を選び、Ｆ2 キーを押してから、Ctrl＋Shift を同時

に押しながら、ＯＫボタン（または、Enter キー）を押すと大丈夫です。 

削除する場合は、配列数式の入った範囲すべてを削除しなければなりません。 

 

逆行列（MINVERSE） （６）

（ア） 書式 

MINVERSE(配列) 

（イ） 使い方 

行列（正方行列）の逆行列を求めます。 

・逆行列があるのは、正方行列だけですので、配列の行数と列数が等しくないときも、

エラー値 #VALUE! が返されます。 

・配列に文字列または空白セルが含まれる場合は、エラー値 #VALUE! が返されます。 

・配列に指定した正方行列に逆行列がない場合は、エラー値 #NUM! が返されます。 

（ウ） 使用例 

逆行列を求めたい行列と逆行列を入れる範囲を用意します。 

答の範囲を選び、MINVERSE 関数を呼び出します。（数式タブ→数学／三角 にありま

す。） 

 

 

 

配列に逆行列を求めたい行列の範囲を選びます。 

 

配列 答
1 2
3 4
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Ctrl＋Shift を同時に押しながら、ＯＫボタン（または、Enter キー）を押します。 

もし、Ctrl＋Shift を押すことを忘れた場合は、左上の角のみ式が入力され、答もそこ

のセルだけになります。 

この場合には、もう一度答の範囲を選び、Ｆ2キーを押してから、Ctrl＋Shift を同時

に押しながら、ＯＫボタン（または、Enter キー）を押すと大丈夫です。 

削除する場合は、配列数式の入った範囲すべてを削除しなければなりません。 

 

転置行列（TRANSPOSE） （７）

（ア） 書式 

TRANSPOSE(配列) 

（イ） 使い方 

行列の転置行列を求めます。 

（ウ） 使用例 

転置行列を求めたい行列と転置行列を入れる範囲を用意します。 

答の範囲を選び、TRANSPOSE 関数を呼び出します。（数式タブ→検索／行列 にありま

す。） 

 

後は、MMULT 関数、MINVERSE 関数と同じく、Ctrl＋Shift を同時に押しながら、ＯＫ

ボタン（または、Enter キー）を押します。 

 

列ベクトルを行ベクトルにしたり、その逆も行えます。 

 

部門統合 （８）

産業連関表は、作表の際に、細かく分けた部門で推計し、その表の部門を統合して作られま

す。また、特定の部門のみ細かな分類で分析したい場合などもあります。そういった場合には、

部門統合の作業が必要となります。その方法を説明します。 

 

まず、部門統合後の表の形を決めます。 

 

 

 

 

 

 

例えば、次のように、産業部門 3部門、外生部門は、粗付加価値、最終需要のみの表を作成

する場合を考えます。 

まず、元となる表の上端に 1行と左端に 1 列を作り、統合後の部門別の番号を入力します。

このとき、粗付加価値部門のように、合計と内訳の両方が元の表にある場合は、どちらかのみ

1 2 3 4 5
 第１次産業 第２次産業 第３次産業 最終需要 県内生産額

1 第１次産業
2 第２次産業
3 第３次産業

4 粗付加価値
5 県内生産額
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に番号を入力するようにします。両方に入力すると両方が合計され、倍の答になってしまいま

す。 

 

1 2 2 2 3

01 02 03 04 05
農林水産業 鉱業 製造業 建設 電力・ガス・水道

1 01 農林水産業　　　　　 20,771 1 211,297 2,083 0
2 02 鉱業  　　　　　　　 1 44 65,770 10,925 104,754
2 03 製造業 45,955 2,002 5,032,406 574,813 59,622
2 04 建設 685 71 19,831 1,196 21,984
3 05 電気・ガス・水道 2,705 595 183,639 14,966 124,428
3 06 商業 14,233 600 776,968 151,117 18,506
3 07 金融・保険 1,267 835 55,762 27,348 15,129
3 08 不動産 1,306 110 22,134 11,757 7,005
3 09 運輸・郵便 13,693 7,996 311,789 98,358 45,475
3 10 情報通信 779 124 62,909 15,108 21,070
3 11 公務 0 0 0 0 0
3 12 サービス 5,765 862 789,202 211,266 125,752
3 13 分類不明 3,314 103 27,420 31,481 4,788

70 内生部門計　　 110,474 13,344 7,559,127 1,150,419 548,513

4 71 家計外消費支出（行）
4 91 雇用者所得
4 92 営業余剰
4 93 資本減耗引当
4 94 間接税（除関税・輸入品商品税）
4 95 （控除）経常補助金

96 粗付加価値部門計
5 97 県内生産額
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統合した表の値を仮に表示する範囲（何もないところ）の左上を選択します。 

データタブ→データツール→統合 をクリックします。 

集計の方法が、合計になっていることを確認し、統合元範囲に先ほど外側に作った行と列を

上端と左端にした範囲で元の表全体を選択します。 

統合の基準の上端行と左端列の両方のチェックが入っていることを確認し、ＯＫ。 

    

そうすると、番号ごとに統合された表が表示されます。 

    

データの部分をコピーして、最初の表に値貼り付けすれば完成です。 

    

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5
1 20,771 213,381 54,230 -52,455 235,928
2 46,640 5,707,060 2,199,376 5,621,760 13,574,836
3 43,063 2,802,450 6,139,017 15,051,090 24,035,620
4 125,454 4,851,946 15,642,996
5 235,928 13,574,836 24,035,620

1 2 3 4 5
第 1次産業 第2次産業 第3次産業 最終需要 県内生産額

1  第 1次産業 20,771 213,381 54,230 -52,455 235,928
2  第 2次産業 46,640 5,707,060 2,199,376 5,621,760 13,574,836
3  第 3次産業 43,063 2,802,450 6,139,017 15,051,090 24,035,620

4  粗付加価値 125,454 4,851,946 15,642,996
5  県内生産額 235,928 13,574,836 24,035,620
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72 51 57 72

01 農林水産業　　　　　 3,389,053 2,677,648 225,158 6,291,859
06 鉱業 108 448 28 584
11 飲食料品　　　　　　　 25,826,673 16,007,434 1,052,624 42,886,731
15 繊維製品　 3,605,410 5,340,235 175,915 9,121,560
16 パルプ・紙・木製品 482,560 630,682 36,166 1,149,408
20 化学製品  　　　  　 2,538,484 3,248,108 61,609 5,848,201
21 石油・石炭製品　　　 6,205,860 2,881,576 132,714 9,220,150
22 プラスチック・ゴム 714,068 665,629 59,392 1,439,089
25 窯業・土石製品　　 154,793 132,389 8,984 296,166
26 鉄鋼　　　　　　　　 54 17 1 72
27 非鉄金属　　　　　　 187,880 167,415 6,838 362,133
28 金属製品　　　　　　 288,136 218,420 12,108 518,664
29 はん用機械 13,219 10,243 218 23,680
30 生産用機械 9,477 14,485 228 24,190
31 業務用機械 202,047 348,938 3,667 554,652
32 電子部品 136,765 56,444 2,015 195,224
33 電気機械　　　　　　 2,911,212 2,020,985 31,577 4,963,774
34 情報・通信機器 4,181,498 1,834,899 44,594 6,060,991
35 輸送機械  　　　　　 5,302,658 2,298,170 123,991 7,724,819
39 その他の製造工業製品 2,614,570 3,120,035 106,998 5,841,603
41 建設　　　　　　　　 0 0 0 0
46 電力・ガス・熱供給 6,317,707 0 0 6,317,707
47 水道 1,884,207 0 0 1,884,207
48 廃棄物処理 218,643 0 0 218,643
51 商業　　　　　　　　 43,597,219 -42,842,431 0 754,788
53 金融・保険　　　　　 15,558,156 0 0 15,558,156
55 不動産　　　　　　　 59,204,489 0 0 59,204,489
57 運輸・郵便　　　 13,784,735 0 -2,160,929 11,623,806
59 情報通信 12,722,940 1,167,753 75,618 13,966,311
61 公務　　　　　　　　 1,115,155 0 0 1,115,155
63 教育・研究　　　　　 5,455,581 0 0 5,455,581
64 医療・福祉 10,678,426 0 0 10,678,426
65 その他の非営利団体サービス 2,186,579 0 0 2,186,579
66 対事業所サービス 4,034,277 0 0 4,034,277
67 対個人サービス 41,163,971 0 0 41,163,971
68 事務用品 0 0 0 0
69 分類不明 18,864 478 486 19,828
70 内生部門計　　 276,705,474 0 0 276,705,474

家計消費支出の購入者価格表
購入者価格貨物運賃商業マージン生産者価格

２ 係数表等 

経済波及効果分析を行うには、様々な係数表や逆行列表などが必要になります。一部は、すでに

計算され公表されていますが、公表されていないものもあります。そのような係数表等が、どのよ

うに作られているか、また、その使い方を説明します。 

生産者価格への変換表 （１）

農林水産業、鉱業、製造業などの製品は、生産者価格と購入者価格の表示方法があり、購入

者価格には、商業や運輸部門の生産額（マージン）が含まれています。そこで、購入者価格の

ものは、生産者価格に変換して分析を行う必要があります。 

（ア） 購入者価格の分かる表の入手 

変換表作成には、各産業について、生産者価格、商業マージン、運輸マージン、購入

者価格が分かる表が必要となります。ここでは、国の投入表（基本分類表）から家計消

費支出の部門を取り出して、説明します。 

国の投入表は、基本分類で表示されていますので、行を 37 部門に統合します。列の小

売と卸売を合算して、商業マージンとし、鉄道、道路････倉庫を合算して、貨物運賃（運

輸マージン）とします。これで、各部門の生産者価格、商業マージン、貨物運賃、購入

者価格の表が作成できます。この家計消費支出の購入者価格評価表（37部門）では、左

側の 3列（生産者価

格、商業マージン、

貨物運賃）を合算し

た価格が、購入者価

格として表示されて

います。 
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さて、商業マージン・貨物運賃を縦に見ると、商業・運輸部門のみマイナスで、他の

部門は、0かプラスです。これは、商業と運輸以外の購入者価格には、商業マージンや貨

物運賃（運輸マージン）が含まれていることを示しています。そして、この商業マージ

ンや貨物運賃を縦に合算した額（マイナスの箇所は合算しない）が、商業と運輸の生産

額となります。ですから、商業と運輸の生産者価格は、購入者価格よりマージン分だけ、

多くなっています。 

 

次に、各部門の購入者価格で、生産者価格、商業マージン、貨物運賃を割ります。た

だし、商業マージンの商業部門と、貨物運賃の運輸部門は、1にし、他は 0にします。ま

た、建設部門と事務用品部門は、生産者価格と購入者価格を、1にします。 

 

購入者価格は、この家計消費支出のマージン表で、生産者価格への変換が行えます。 

72 51 57 72

01 農林水産業　　　　　 0.538641 0.425573 0.035786 1.000000
06 鉱業 0.184932 0.767123 0.047945 1.000000
11 飲食料品　　　　　　　 0.602207 0.373249 0.024544 1.000000
15 繊維製品　 0.395262 0.585452 0.019286 1.000000
16 パルプ・紙・木製品 0.419834 0.548702 0.031465 1.000000
20 化学製品  　　　  　 0.434062 0.555403 0.010535 1.000000
21 石油・石炭製品　　　 0.673076 0.312530 0.014394 1.000000
22 プラスチック・ゴム 0.496194 0.462535 0.041271 1.000000
25 窯業・土石製品　　 0.522656 0.447009 0.030334 1.000000
26 鉄鋼　　　　　　　　 0.750000 0.236111 0.013889 1.000000
27 非鉄金属　　　　　　 0.518815 0.462303 0.018883 1.000000
28 金属製品　　　　　　 0.555535 0.421120 0.023345 1.000000
29 はん用機械 0.558235 0.432559 0.009206 1.000000
30 生産用機械 0.391773 0.598801 0.009425 1.000000
31 業務用機械 0.364277 0.629112 0.006611 1.000000
32 電子部品 0.700554 0.289124 0.010321 1.000000
33 電気機械　　　　　　 0.586492 0.407147 0.006361 1.000000
34 情報・通信機器 0.689903 0.302739 0.007358 1.000000
35 輸送機械  　　　　　 0.686444 0.297505 0.016051 1.000000
39 その他の製造工業製品 0.447577 0.534106 0.018317 1.000000
41 建設　　　　　　　　 1.000000 - - 1.000000
46 電力・ガス・熱供給 1.000000 - - 1.000000
47 水道 1.000000 - - 1.000000
48 廃棄物処理 1.000000 - - 1.000000
51 商業　　　　　　　　 - 1.000000 - 1.000000
53 金融・保険　　　　　 1.000000 - - 1.000000
55 不動産　　　　　　　 1.000000 - - 1.000000
57 運輸・郵便　　　 - - 1.000000 1.000000
59 情報通信 0.910974 0.083612 0.005414 1.000000
61 公務　　　　　　　　 1.000000 - - 1.000000
63 教育・研究　　　　　 1.000000 - - 1.000000
64 医療・福祉 1.000000 - - 1.000000
65 その他の非営利団体サービス 1.000000 - - 1.000000
66 対事業所サービス 1.000000 - - 1.000000
67 対個人サービス 1.000000 - - 1.000000
68 事務用品 1.000000 - - 1.000000
69 分類不明 0.951382 0.024107 0.024511 1.000000

生産者価格 商業マージン 貨物運賃 購入者価格
家計消費支出のマージン表
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百万円　%

0111 穀類 0 7 0.000000 0.000000 4.79%
0112 いも・豆類 4,826 83,809 0.000296 0.000303 5.76%
0113 野菜 83,985 1,459,116 0.005151 0.005273 5.76%
0114 果実 32,834 607,996 0.002014 0.002197 5.40%
0115 その他の食用作物 110 2,011 0.000007 0.000007 5.49%

6731 洗濯・理容・美容・浴場業 281,853 4,825,820 0.017285 0.017441 5.84%
6741 娯楽サービス 412,606 7,289,526 0.025304 0.026345 5.66%
6799 その他の対個人サービス 421,809 7,486,295 0.025869 0.027056 5.63%
6811 事務用品 0 0 0.000000 0.000000 -
6911 分類不明 793 18,864 0.000049 0.000068 4.20%
7000 内生部門計 16,305,874 276,694,326 1.000000 1.000000 5.89%

全国・構成比

家計消費支出

全国比

県÷全国
Code 部門名

県 県・構成比

家計消費支出 家計消費支出

全国

家計消費支出

例えば、農林水産業で、購入者価格 100,000 円のものであれば、 

・100,000×0.425573＝42,557→商業部門の生産額 

・100,000×0.035786＝ 3,579→運輸部門の生産額 

・100,000×0.538641＝53,864→農林水産業の生産額 

というように、計算することができます。 

 

（イ） 埼玉県のマージン表の作成 

ところで、この家計消費支出のマージン表は、全国のマージン表なので、以下の 2点

を修正することで、県のマージン表を作成することができます。 

 

① 貨物運賃に含まれる沿海輸送、港湾輸送、航空輸送のマージンは、埼玉県産の生産

物には含まれない。 

② 家計消費支出の構成比が、全国の構成比であるため、県のマージンを反映していな

い。 

 

貨物運賃は、鉄道輸送、道路輸送、沿海輸送、港湾輸送、航空輸送、利用運送、倉庫

に分かれますが、県内産については、沿海輸送、港湾輸送、航空輸送のマージンは発生

しません。全国のマージン表には、それらが含まれているので、0に置き換えて計算しま

す。貨物運賃は、鉄道輸送、道路輸送、利用運送、倉庫のマージンを足した額となりま

す。 

すると、（ア）の家計消費支出の購入者価格表の貨物運賃は、やや小さくなり、 

 生産者価格＋商業マージン＋貨物運賃＝購入者価格 

の計算式から、購入者価格を再計算します。 

 

次に、全国と埼玉県の家計消費支出の構成比（ウェイト）は、同じではないため（下

表参照）、部門ごとに全国比（県÷全国）を求め、全国比に、先ほど求めた生産者価格、

商業マージン、貨物運賃を掛けて、埼玉県のウェイトに変換し、埼玉県版の購入者価格

表を作成します。 
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購入者価格表が完成したら、37 部門に統合し、各部門の購入者価格で、生産者価格、

商業マージン、貨物運賃を割り、マージン表を作成します。なお、商業マージンの商業

部門と、貨物運賃の運輸部門は、1にし、他は 0にします。また、建設部門と事務用品部

門は、生産者価格と購入者価格を、1にします。 

なお、これら作業は、県のホームページで公表されている 190 部門で行い、37 部門に

統合する方が、よりよい県のマージン表を作成することができます。 

 

さて、一度に多くの部門を計算するためには、変換表を作成しておくと便利です。 

変換表を作成するには、まず、行と列で部門同士の表を作ります（例では、37 部門な

ので、37×37 の表）。そして生産者価格の比率を、対角に配置します。（対角行列の項

を参照） 

その後、マージン表の商業マージンの列をコピーし、商業の行に値を貼り付けします。

（ホームタブ→貼り付けの下の▼→形式を選択して貼り付け→「値」と「行列を入れ替

える」を選択→ＯＫ） 

同様に、貨物運賃の列を、運輸の行に値貼り付けします。 

これで、変換用の表ができあがりです。（下の表は、一部部門を省略してあります。） 

 
この表を行列Ｄ、生産者価格の列をベクトルＰ、購入者価格の列をベクトルＣとする

と、Ｃに行列Ｄを左から掛けることで、Ｐに変換ができます。（行列の掛け算の項を参

照） 

つまり、Ｄ×Ｃ＝Ｐ というようになります。 

逆に生産者価格から購入者価格へ返還するには、 Ｃ＝Ｄ－1Ｐ となります。 

 

※一般的な消費による経済波及効果分析では、家計消費支出から計算したマージン率

が適切ですが、企業間との取引の場合は、国内最終需要計から計算したマージン率を

使用した方がよいと思われます。 

 

物価調整（デフレータ） （２）

産業連関表は、産業全体にわたり、各種統計の結果を待って生産額等を推計し、さらに多く

の加工過程を経て作られるため作表に多くの時間を必要としています。よって、分析時と作表

時の期間が空いてしまいますので、分析時と作表時の物価を調整する比率を作成しておくと、

より正確に分析ができます。 

幾つかの方法を紹介します。 

01 06 11 47 48 51 53 55 57 59 61 69

01 農林水産業　　　　　 0.538641 - - - - - - - - - - -
06 鉱業 - 0.184932 - - - - - - - - - -
11 飲食料品　　　　　　　 - - 0.602207 - - - - - - - - -

47 水道 - - - 1.000000 - - - - - - - -
48 廃棄物処理 - - - - 1.000000 - - - - - - -
51 商業　　　　　　　　 0.425573 0.767123 0.373249 - - 1.000000 - - - 0.083612 - 0.024107
53 金融・保険　　　　　 - - - - - - 1.000000 - - - - -
55 不動産　　　　　　　 - - - - - - - 1.000000 - - - -
57 運輸・郵便　　　 0.035786 0.047945 0.024544 - - - - - 1.000000 0.005414 - 0.024511
59 情報通信 - - - - - - - - - 0.910974 - -
61 公務　　　　　　　　 - - - - - - - - - - 1.000000 -

69 分類不明 - - - - - - - - - - - 0.951382

情報通信 公務 分類不明廃棄物処理 商業 金融・保険 不動産 運輸・郵便
家計消費支出のマージン表

農林水産業 鉱業 飲食料品 水道
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（ア） （簡易）延長表 

（簡易）延長表では、国のデフレータが部門ごとに公表されています。そこで、その

デフレータを利用して県の表の価格を物価調整して部門統合することで、県の物価調整

率を計算します。 

メリット 

・同じ産業連関表なので概念調整が不要 

 

デメリット 

・簡易延長表が約 2年遅れ、延長表が約 3年遅れのため、直近の状況が反映できない。 

・自家輸送部門がなく、その分を各産業に割り当てているので、厳密には概念が一致

しない。 

（イ） 消費者物価指数（ＣＰＩ） 

産業連関表の部門との関係から、物価変動分を計算します。 

メリット 

・速報性がある。（約 2か月遅れ） 

デメリット 

・消費者関連の品目しかない。 

・購入者価格なので、生産者価格への変換が必要 

自給率 （３）

（ア） 生産者価格の自給率 

開放型の経済波及効果分析を行うためには、自給率が必要になります。まず、県内生

産額から移輸出額と調整項を引き、それを県内需要から調整項を引いた額で除すること

で求められます。 

 自給率 ＝ 

{（県内生産額）－（移輸出額）－（調整項）}／{（県内需要）－（調整項）} 

     ＝1－（移輸入額の絶対値）／{（県内需要）－（調整項）} 

※ 経済産業省では、 

 自給率 ＝1－（輸入額の絶対値）／{（国内需要）－（調整項）－（生産者在庫）

－（半製品仕掛品在庫）} 

 

 

 

 

 

 

 

上のように、{（県内生産額）－（移輸出額）－（調整項）}と自給率を計算する列を

作成し計算するとよいでしょう。 
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全国 埼玉

0.2

0.6
0.8

0.4

全国 埼玉

0.20

0.53

0.80 0.80

※ 部門に屑のようなマイナス投入が含まれていると、自給率がマイナスになる場合

があります。そのような場合は、自給率を 0にするなどして調整します。 

 

（イ） 購入者価格の自給率 

購入者価格を生産者価格に変換し、生産者価格に自給率を掛けて、県内の需要増加額

を求める手順が一般的ですが、この手順ですと、商業と運輸マージンの自給率が、常に

県の平均の自給率となるため、自給率が高い生産物の場合は、マージンの額が過少評価

となってしまいます（第３章 ４．経済波及効果分析（均衡産出高モデル）（1）与件デ

ータの検討（カ）マージン部門の自給率の問題点（52 ページ）参照）。 

そこで、購入者価格の段階で、県内産と県外産に分け、それぞれを生産者価格、商業・

運輸マージンに変換して、マージンの過少（過大）評価を緩和する手法を説明します。 

購入者価格で、県内産と県外産に分けるためには、購入者価格の自給率が必要です。 

しかし、産業連関表は生産者価格で作成されているため、生産者価格の自給率しか分

かりません。 

そこで、下記の様な便宜的な手法で、購入者価格の自給率を求めます。 

 

① 全国（県外産）と埼玉（県内産）の生産者価格とマージンの割合が以下の

様であったとします。 

 

 

     ←生産者価格の割合 

 

 

     ←マージンの割合 

 

② この時の生産者価格の自給率が、0.45 であったとします。 

しかし、全国と埼玉の生産者価格の割合が同じでないため、自給率 0.45 で県内産県

外産に分けることができません。そこで、全国の生産者価格の割合（0.6）が埼玉県の

割合（0.8）になるように修正します。 

    それに伴い、全国のマージンの割合を同じに保たなければ  

        なりませんので、 

   0.6666（=0.4÷0.6）の割合で修正します。 

   全国のマージンは、0.5333（=0.8×0.6666）となります。 

 

   全国と埼玉の生産者価格の割合が同じになったので、生産 

   者価格の自給率で、県内県外に分割することが可能になり 

                 ます。 
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全国 埼玉

0.88 0.72

0.18
0.59

③ 生産者価格を全国と埼玉で 0.55、0.45 の割合になるよう、分割します。 

     まず、0.80（全国）と 0.80（埼玉）を足して、1.6 とし、 

   全国には、1-自給率(0.45)を掛け、埼玉には、自給率 0.45 

   を掛けてウェイト付けをします。 

 

   生産者価格は、 

全国 0.88（=1.6×0.55） 

        埼玉 0.72（=1.6×0.45） 

                となります。 

マージンは、全国、埼玉、同じ割合に保たなければなりま

せんので、 

       全国 0.59（=0.88×（0.4÷0.6）） 

        埼玉 0.18（=0.72×（0.2÷0.8）） 

           と調整します。 

 

④ 全国の生産者価格の割合とマージンの割合を合算します。 

 1.47（=0.88＋0.59） 

            埼玉の生産者価格の割合とマージンの割合を合算します。 

  0.90（=0.72＋0.18） 

 

⑤ 埼玉の合算値を全国と埼玉の合算値で割ることで、購入者価格の自給率を

求めることができます。 

 

購入者価格の自給率  0.38（=0.90÷（1.47＋0.90）） 

 

これは、購入者価格に上記手法で求めた自給率を掛ければ、生産者価格に変換して

も、生産者価格の自給率が変化しない便宜的な手法です。正確な購入者価格の自給率

ではありません。 

 

逆行列係数表 （４）

開放型の逆行列係数表の作成方法です。 

（ア） 自給率（Γ）を投入係数（Ａ）に掛ける 

は、（単位行列）－（移輸入行列対角行列化）なので、自給率を対角行列にし

たものを投入係数に掛けるのと同じです。そこで、自給率を投入係数の行ごとに掛けて

いきます。（対角行列の計算を参照） 

（イ） 単位行列から    Ａを引く 

（ア）の計算結果を単位行列から引きます。 

 MI 

 MI 
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営業余剰 営業余剰

雇用者所得（県内在住）

雇用者所得（県外在住）
雇用者所得

産業連関表

営業余剰

雇用者所得（県内在住） ＝

雇用者所得（県外在住） 県外への雇用者報酬（受取）＆財産所得（受取）

県内要素所得（純生産）

県民経済計算

（ウ） 逆行列を求める。 

MINVERSE 関数を使用するなどして、逆行列を求めます。 

 

粗付加価値率、所得増加率 （５）

粗付加価値部門計、雇用者所得・営業余剰の行の各数字を、同じ部門の生産額で割って求め

ます。 

 

 粗付加価値率 ＝（粗付加価値）／（県内生産額） 

 所得増加率  ＝（雇用者所得＋営業余剰）／（県内生産額） 

 

（県民）所得係数 （６）

直接効果及び第 1 次間接効果から所得（雇用者所得、営業余剰）が増加します。 

この所得増加分は、やがて消費に回り、第 2次間接効果として、再び県内の産業を誘発しま

すが、雇用者所得の所得増加分については、県外から働きに来ている人の分も含まれているの

で、その分を取り除く必要があります。 

 

産業連関表の雇用者所得の内訳と営業余剰 

 

 

 

 

 

県外在住者の雇用者所得については、県民経済計算から割合を求めます。 

県民経済計算の統計表 3. 付表「経済活動別県内総生産及び要素所得」の県内要素所得（純

生産）が、産業連関表の雇用者所得と営業余剰に該当します。 

また、統計表 4. 統合勘定「県外勘定（経常取引）」の県外への雇用者報酬（受取）と財産

所得（受取）が産業連関表の雇用者所得（県外在住）に該当します。 

なお、県民経済計算は年度で集計されていますので、それぞれ平成 22 年度値の 1/4 と平成

23 年度値の 3/4 を加算して暦年値を算出します。 

 

 

 

 

 

 

県民経済計算の数字を利用して、営業余剰と雇用者所得（県内在住者）の率を求めます。 

 

  （県民）所得係数 

  ＝１－（県外への雇用者報酬（受取）＋財産所得（受取））／県内要素所得（純生産） 
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属地概念 ････県内ベース（対象は県内）

営業余剰 　　　県内で就業している人の所得は含む

雇用者所得 　　　県外で就業している人の所得は含まない

属人概念 ････県民ベース（対象は県民）

　　　県内の人が県外で消費した分は含む

　　　県外の人が県内で消費した分は含まない
家計消費支出

⇔

消費転換係数 （７）

所得増加分（雇用者所得（県内在住）、営業余剰）は、一部が消費に回り、第 2次間接効果

を誘発することになります。ここでは所得増加分のうち、消費に回る割合を求めます。 

産業連関表では、粗付加価値部門の雇用者所得と営業余剰が所得を表し、最終需要部門の家

計消費支出が支出を表しています。したがって、家計消費支出の合計額を雇用者所得と営業余

剰の総計で割れば、消費割合が導き出せそうですが、雇用者所得と営業余剰が属地概念（経済

活動の場所に着目した概念）であるのに対して、家計消費支出が属人概念（居住地に着目した

概念）であるため、双方比較することができません。 

 

  産業連関表の雇用者所得・営業余剰と家計消費支出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで、属人概念で計算された「県民所得」を計算することにより、消費割合（消費転換係

数）を求めます。 

県民経済計算の統計表 2. 主要系列表「県内所得及び県民可処分所得の分配」の県民所得（要

素費用表示）が、属人概念の営業余剰・雇用者所得に該当します。 

なお、県民経済計算は年度で集計されていますので、それぞれ平成 22 年度値の 1/4 と平成

23 年度値の 3/4 を加算して暦年値を算出します。 

消費転換係数＝家計消費支出／県民所得 

 

※ 家計消費支出は、産業連関表の家計消費支出を使用します。 

 

家計消費支出構成比 （８）

消費される金額の内訳を求めるために使用します。家計消費支出の合計で、家計消費支出の

各部門の額を割った構成比になります。 

家計消費支出には、幾つかマイナスの部門があります。これは、家計から出る有価の廃棄物

の額が、購入する金額を上回っている部門（鉄くず、金属くず、古紙）です。これは、表への

表示の方法によるものですが、実際に需要があるものではないことから、マイナスとせず、0

として扱っている場合があります。 

また、住宅賃貸料（帰属家賃）など、所得が増加しても支出額が増えないと思われる部門も

0にする場合があります。 

ここでは、2つの方法を紹介します。 



１１８ 

 

（ア）単純に構成比を出す場合 

      家計消費支出の列を取り出します。家計消費支出の合計額で、家計消費支出各部門の

額を割ります。（合計額のセル番地を行固定にします。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）マイナスの部門を 0にする場合 

  マイナス部門を 0にし、合計を計算し直して、その合計で構成比を計算します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  




